
救急・周産期医療の推進① 

  従来からある、一般向けの特定集中治療室（ＩＣＵ）に加え、新たに小
児専門の特定集中治療室（ＰＩＣＵ）に対する評価を新設し、小児救急医
療の充実を図る。 

（新）  小児特定集中治療室管理料（１日あたり）   
                                      １５,５００点（７日以内） 
                     １３,５００点（８日以上１４日以内）           

［算定要件］  

15歳未満であって、特定集中治療室管理が必要な患者について算定する。 
［施設基準］   

① 小児特定集中治療室として８床以上の病室を有していること。 
② 小児集中治療を行う医師が常時配置されていること。 
③ 常時２対１以上の看護配置であること。 
④ 体外補助循環を行うために必要な装置など、小児集中治療を行うための十分な設備を有していること。 
⑤ 重症者等を概ね９割以上入院させる治療室であること。 
⑥ 同病室に入院する患者のうち、転院日に他の医療機関において救命救急入院料、特定集中治療室管

理料を算定していた患者を一定程度受け入れていること。 
    

         
                         

小児救急医療の評価 

４ 



救急・周産期医療の推進② 

 一般病棟（13対1、15対1） において、急性期後の患者、状態が悪化し

た在宅療養中の患者、介護施設の入所者を受け入れた場合について
の評価を新設し、状態の落ち着いた患者の早期の転院支援や在宅療
養中の患者が急変した際に必要な医療を受けられる体制を推進する。 

  
 （新）  救急・在宅等支援病床初期加算 １５０点（１日につき） 

 
 療養病棟においても、療養病棟入院基本料１（20対１）算定病床につ

いて、救急・在宅等支援療養病床初期加算の引き上げを行い、状態の
落ち着いた患者の早期の転院支援や在宅療養中の患者が急変した際
に必要な医療を受けられる体制を推進する。   

  （新）  救急・在宅等支援療養病床初期加算 
                  １５０点    →    ３００点（１日につき）            

 
                         

急性期後の患者や在宅患者の受入に対する評価 

５ 



 病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する体制を要件とする項目を今般新た
に評価する項目に拡大し、病院勤務医の負担軽減及び処遇改善を推進する。 

８項目から１５項目に対象拡大 

現行 
① 総合入院体制加算 
② 医師事務作業補助体制加算 
③ ハイリスク分娩管理加算 
④ 急性期看護補助体制加算  
⑤ 栄養サポートチーム加算  
⑥ 呼吸ケアチーム加算  
⑦ 小児入院医療管理料１及び２  
⑧ 救命救急入院料 注３に掲げる加算

を算定する場合  

新たに追加 

⑨  総合周産期特定集中治療室管理料 
⑩  （新）小児特定集中治療室管理料(スライド4) 

⑪  （新）精神科リエゾンチーム加算(スライド12) 

⑫  （新）病棟薬剤業務実施加算(スライド13) 

⑬  （新）院内トリアージ実施料(スライド9) 

⑭  （新）移植後患者指導管理料(スライド12) 

⑮  （新）糖尿病透析予防指導管理料(スライド22) 

【病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善を要件とする項目】 

病院医療従事者の勤務体制の改善等① 

<病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する計画の具体例> 

・ 医師と医療関係職種等における役割分担 
・  外来縮小の取り組み※   等 

 【選択項目の例】  
・  医師事務作業補助者の配置 
・  予定手術前の当直に対する配慮  等 

 【必須項目の例】 

※特定機能病院及び一般病床500床以上の病院に限る ６ 


